
内閣官房

令和２年度 令和３年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

いずれの施策にも関連しないもの　※内閣官房等は行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の対象外である。

001 内閣人事局経費 平成２６年度 － 29 29 25

研修では、人間関係の構築なども含めて多面
的な効果が考えられるところであり、研修参
加者が何を「有効」と感じたかについて、ア
ンケートの項目でうまく掬い上げるようにし
て欲しい。

現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、より効果的
な研修内容や実施方法等の改善を検討するこ
と。

29 32 2 - 現状通り

効率的・効果的な研修の実施になお一層努
めるとともに、効率的に執行した実績を反
映させた概算要求に努める。
また、研修では、人間関係の構築なども含
めて多面的な効果が考えられるところであ
り、研修参加者が何を「有効」と感じたか
についてアンケートで把握し、より効果的
な研修内容や実施方法等の改善に向けた検
討に努める。

内閣人事局 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0001 - - - - 前回点検から５年

002 高度情報通信ネットワーク社会推進経費 平成２３年度 － 11 11 11 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

10 25 15 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、効果的･効率的な調査・研究の実施に努
めることとし、効率的に執行した実績を反
映させた概算要求に努める。

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0002 - - - - 平成３０年度対象

003 新型インフルエンザ等対策経費 平成２５年度 － 2 2 1 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

3 4 0 - 現状通り

今年度における効果的・効率的な事業の実
施見込みや、新型コロナウイルス感染症に
関わる影響等を踏まえ、概算要求へ反映し
ている。

新型インフルエン
ザ等対策室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0003 - - - - 令和元年度対象

004 拉致問題対策経費 平成１８年度 － 199 199 184 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

202 321 119 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、効果的・効率的な事業の実施に努めつ
つ、執行実績に見合う予算計上となるよう
努める。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」119

拉致問題対策本部
事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0004 - - - - 平成２８年度対象

005 国土強靭化政策推進経費 平成２６年度 － 184 144 150 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

153 184 31 - 現状通り

引き続き事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率
的執行に努めることとし、効率的に執行し
た実績を概算要求に反映させるよう努めて
いく。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」32

国土強靭化推進室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0005 - - - - 平成２８年度対象

006 領土・主権内外発信推進経費 平成２６年度 － 38 38 38 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

38 38 ▲ 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、事業の適切な進捗管理など
を確実に行い、効果的・効率的に事業を実
施し、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させるよう引き続き努めていく。

領土・主権対策企
画調整室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0006 - - - - 平成２８年度対象

007 健康・医療戦略経費 平成２４年度 － 336 146 128 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

140 143 3 - 現状通り
所見を踏まえて、引き続き、効果的･効率的
な予算要求及び予算執行を行うことができ
るよう努めてまいりたい。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」40

健康・医療戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0007 - - - - 平成３０年度対象 ○

008 子供の農山漁村交流推進事業 平成３０年度 令和元年度 30 30 29

以下の３点、事後評価とその評価結果の公表
をお願いしたい
①受け入れる農山漁村、送り出す学校側の双
方について課題等の分析
②学校等の送り手側が、実施の検討に際して
必要な情報支援に関する試行を行い、その有
効性について調査
③より効果的な情報提供のあり方の検討

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了

本事業は既に終了しており、外部有識者か
ら指摘のあった事項については、教育委員
会や地方公共団体等へのアンケート結果に
基づき、既に一部について、事業にある
ポータルサイトのコンテンツを改善する等
の形で公表している。調査、分析結果等を
踏まえ、引き続き、子どもの都市・農山漁
村交流推進の取組を推進してまいりたい。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0011 - - - - その他 ○

009
地方へのサテライトキャンパス設置に関する調
査研究事業

平成３０年度 令和元年度 20 20 20

どのような根拠でこうした事業を考えたの
か。いささか安易ではないかと危惧を持つ。
事業は単なる思いつきではないという「エビ
デンス」を示して欲しい。地方の視点、考え
を持っているのか。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了

「まち・ひと・しごと創生総合戦略(2017改
訂版)平成29年12月閣議決定」において、
「東京圏の大学の地方へのサテライトキャ
ンパスの設置（廃校舎等の活用を含む）を
促進する。」という内容が盛り込まれた。
それを踏まえ、平成30年度に「サテライト
キャンパス設置に関する研究会」を有識者
のもと３回開催し、既存の取組を分析する
とともにサテライトキャンパスを望む地方
公共団体側と大学側の意向等のニーズを把
握し、マッチングする仕組み等を検討し
た。さらに、地方公共団体及び大学からも
双方の情報が共有できるシステム構築の要
望もあり、事業を進めてきたところであ
る。今後も構築したポータルサイトを利活
用し、地方公共団体及び大学からの問合せ
や相談に対し支援を実施する。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0012 - - - - その他 ○

010 地方創生の取組に係る実態調査経費 平成３０年度 令和元年度 0 69 20

URLを拝見しても、大体想定した範囲の情報
であった。コロナ禍もあって、そろそろ「官
主導」とは次元の違う活動が求められている
のではないか。ソーシャル・イノベーション
である。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了
所見を踏まえ、今後の事業において、検証
も含めた適正な事業の実施、予算の執行に
努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0013 - - - - その他 ○

011 地方創生に関する普及・啓発経費 平成３０年度 令和元年度 0 40 75

「東京圏への人口の転入超過増加傾向に歯止
めがかかっていない→普及・啓発イベン
ト」、この論理展開に無理があるのではない
か。結果としては広報やPR、イベントが繰り
返される。きちんと予算を取って、この論理
展開、ロジックにある問題点を考える政策評
価を実施してみることをお薦めする。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了
所見を踏まえ、今後の事業において、検証
も含めた適正な事業の実施、予算の執行に
努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0014 - - - - その他 ○

012 生涯活躍のまち推進事業経費 平成３０年度 令和元年度 0 51 42

報告書を拝見したが、形式も内容も既視感が
強い反面、本当に事業目的に貢献したかどう
かが読み取れない。おそらく内閣官房が委託
に出すときの条件、競争入札の採択基準が形
式だけでなく、内容にも影響していると思わ
れる。そこでこの調査結果が実効性ある施策
につながったどうか、内閣官房の視点からあ
らためて検証して欲しい。そしてこの検証結
果をふまえて、今後同じような事業で入札を
行う時、条件を見直すことも必要ではない
か。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了
外部有識者の所見を踏まえ、調査結果の実
効性・成果について適切かつ明確になるよ
う検証し、今後の調査につなげていく。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0015 - - - - その他 ○

013
地域少子化・働き方改革推進に関する調査事業
費

平成３０年度 令和元年度 0 22 20

「調査結果が総合戦略の検討に用いられてお
り、総合戦略にも引用されたこと」が「成果
実績が得られている」と言えるかどうか，分
からない。そのため、①一般競争入札を行っ
ており、公平性・競争性の確保、②コスト水
準の適正化を図っているなどと言うしかな
い。ここに大きな課題があると考える。い
か、蛇足。　そこで「地方の取組を主力とす
る地域アプローチによる効果的な施策を展開
していくために必要なニーズ、課題、先進事
例等を把握する」ために、地方公立大学の大
学院を活用してはどうか。事業実施を積極的
に地方に委ね、そこで地域の研究者を育てる
ことも大事である。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了

外部有識者の所見を踏まえ、適切な成果実
績につなげるための実効性の高いフォロー
アップに努め、今後の調査につなげてい
く。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0016 - - - - その他 ○

014 共生社会の実現に関する調査事業費 平成３０年度 令和元年度 0 43 35

「地方公共団体等では、インバウンドや地元
産品の輸出拡大等により、外国人材の受入れ
ニーズが高まることが見込まれることから、
新たな担い手である外国人材が地方で最大限
能力を発揮し、その定着を促進するための施
策につなげる、地域における定住・移住の促
進等を通じた地域経済活性化につなげる」調
査結果が、コロナ禍を経験しても意味があれ
ば、その調査は本物であろう。逆に、コロナ
禍を経験して無意味になったら、この種の調
査を委託に出すときの入札条件を再考すべき
だろう。それが事業そのものの見直しに貢献
するかも知れない。

終了予定

外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早急
に実効性の高いフォローアップに努め、事業の
有効性・成果について適切かつ明確になるよう
検証し、今後の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了
外部有識者の所見を踏まえ、地方公共団体
等を取り巻く環境を十分考慮し、今後の調
査につなげていく。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0017 - - - - その他 ○

015
国及び地方における次期総合戦略策定に係る調
査

令和元年度 令和元年度 68 68 1

予算のほとんどが未執行である理由、および
当初３件の調査実施見込みが１件にとどまっ
た理由について、書面からは読み取ることが
できないので、「点検結果」や「備考」欄に
おいて、一定の説明をするべきではないかと
思われる。なお、１件の契約については少額
なので随契であることに問題はないと思われ
る。

終了予定
外部有識者の所見のとおり、予算未執行の理由
について記載内容を見直すべき。

0 0 0 - 予定通り終了
外部有識者の所見を踏まえ、今後、調査事
業を実施する際は、適正な事業の実施、予
算の執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新1 - 0001 前年度新規 ○

016 地方創生国際交流促進事業 令和元年度 － 12 12 0

諸般の事情により会議を実施することができ
なかった点についてはやむを得ないものと思
われるが、施策をすすめる上で、どのような
マイナスの影響があるのかを説明できれば、
なおよいのではないか。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

10 8 ▲ 2 ▲ 2 縮減

令和元年度においてはやむを得ない事情に
つき事業を中止としたが、これを機に事業
内容を精査し、令和３年度概算要求を縮減
した。引き続き、事業の有効性・効率性・
国際交流の成果について検証し、予算の効
率的執行に努める。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

新1 - 0002 前年度新規 ○

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

３つ目
執行額

会計区分 項・事項

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
委託
調査

補助
金等

令和元年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目

事業
番号

事　　業　　名
令和元年度
補正後予算額

令和元年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

執行
可能額

差引き
備　考

反映状況

令和２年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和３年度予算概算要求への反映状況調表
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（単位：百万円）

017 地域社会・少子化対策推進緊急調査費 令和元年度 令和２年度 110 0 0 点検対象外 終了予定
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
適格に検証し、予算の効率的執行に努め、今後
の同種事業実施につなげるべき。

0 0 0 - 予定通り終了
所見を踏まえ、事業の実効性・効果につい
て検証するとともにし、効率的な予算執行
に努め、今後の調査につなげていく。

まち・ひと・しご
と創生本部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 前年度新規 ○

018 地域活性化推進経費 平成２５年度 － 188 188 172 点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

171 80 ▲ 90 - 現状通り

事業の有効性・効率性・成果について検証
し、予算の効率的執行に努めるとともに、
事業の見直しを行い、概算要求に反映し
た。

産業遺産の世界遺
産登録推進室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0018 - - - - 令和元年度対象 ○

019 緊急事態に備えた調査・研究等経費 平成１７年度 － 70 70 43

定量的な目標が設定できないのか、疑問。事
業を構成する個々のパーツを捉え、何年度ま
でに何を実現するのかという事業目標を設定
することで、事業効率性の事後検証に耐える
計画に改善するべき

現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、成果目標の
設定及び具体的な事業目標の設定を行うこと。
成果目標の設定ができない場合でも、現在設定
している代替的な成果目標の見直しを行うこ
と。

70 85 15 - 現状通り

所見を踏まえ、効率的・効果的な事業の実
施に努めることとし、できる限り執行実績
を概算要求に反映することに努める。
また、現在設定している代替的な成果目標
をより一層具体化し、事後検証に資するも
のとする。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」9

内閣官房副長官補
（事態対処・危機
管理担当）

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0020 - - - - 前回点検から５年 　

020 内閣広報経費 平成１６年度 － 80 80 79 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

74 74 0 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、効果的・効率的な事業の実
施に努めることとし、それを反映した概算
要求とした。

内閣広報室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0021 - - - - 平成２９年度対象

021 サイバーセキュリティ戦略本部等経費 平成１４年度 － 158 211 170 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

203 243 40 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施やこ
れら実績の概算要求への反映に努める。

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0022 - - - - 平成２９年度対象

022 政府CIO制度の推進経費 平成２５年度 － 382 360 347 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

141 254 113 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、効果的･効率的な調査・研究の実施に努
めることとし、効率的に執行した実績を反
映させた概算要求に努める。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」144

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0023 - - - - 平成３０年度対象

023
内閣サイバーセキュリティセンター情報システ
ム等経費

平成１８年度 － 2,438 2,335 2,184 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

1,007 2,902 1,896 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施やこ
れら実績の概算要求への反映に努める。

「２年度２次補正
333百万円」
「新型コロナウイルス
対策関連要望額」
1,959

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0024 - - - - 平成２８年度対象

024 情報収集衛星の研究・開発 平成１０年度 － 54,388 53,445 52,766 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、衛星機数増加にあたり更なる経費増加が
予想されることから、更なるコスト削減策につ
いて引き続き検討すること。

38,240 60,839 22,599 - 現状通り

所見を踏まえ、引き続き、効果的・効率的
な事業の推進に努める。なお、新規の衛星
開発の仕様を明確化し、契約における競争
性を確保したことによりコストを削減し、
概算要求に反映しているところ。
また、更なるコスト削減策についても引き
続き検討を進めることとする。

「新型コロナウイルス
対策関連等要望額」
23,700

内閣衛星情報セン
ター

一般会計
（項）情報収集衛星業務費
（大事項）情報収集衛星シス
テム開発等に必要な経費

内閣
官房

- 0025 - - - - 平成２８年度対象

025 水循環推進経費 平成２７年度 － 65 65 60 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、成果目標の設定については、今年度にお
いても流域水循環計画の取組状況は継続して確
認するとのことであるが、事業開始当初から、
策定が必要な計画総数の把握などを行った上で
目標値の設定を行う（平成29年度行政事業レ
ビューシート、所見を踏まえた改善点欄参照）
としていることから、策定が必要な計画総数が
把握できる目途を示し、目標設定のための検討
時期の目安の明示を行うこと。

68 91 23 - 現状通り

引き続き、「水循環施策の推進に関する有識
者会議」において、水循環の各分野の専門家
から意見を聴取するとともに、水循環政策本
部事務局会議による関係省庁の連携を緊密に
行うことにより、効率的な施策推進およびコ
スト縮減に努めるとともに、改めて取組を精
査し概算要求に反映する。なお、成果目標に
ついては、令和2年6月に閣議決定した新たな
水循環基本計画において、流域水循環計画の
対象流域は水系単位だけではなく、特定目的
を有する支川や湖沼等の小流域や行政区域な
どを単位とすることとしているため、流域の
総数が特定できないことから、設定が困難で
ある。このため、流域水循環計画の公表数を
取組状況の指標とし、今後も流域マネジメン
トの取組の更なる推進に努める。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」23

水循環政策本部事
務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0026 - - - - 平成２９年度対象

026
東京オリンピック・パラリンピック競技大会推
進本部経費

平成２８年度 令和３年度 2,593 845 729 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

444 1,120 676 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き予算の効率的執行に努めると
ともに、改めて取組内容を精査し概算要求
を行う。

「新型コロナウイルス
対策関連要望額」806

東京オリンピック
競技大会・東京パ
ラリンピック競技
大会推進本部事務
局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0027 - - - - 平成２９年度対象 ○

- - - - - -
61,403 58,525 57,328 41,003 66,442 25,439 ▲2 

64,950 59,150 56,549 57,268 68,085 10,817

126,353 117,675 113,877 98,271 134,527 36,257

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和２年度の点検の結果、事業を廃止し令和３年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和２年度の点検の結果、見直しが行われ令和３年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和２年度の点検の結果、令和３年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和２年度の点検の結果、令和３年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和２年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和３年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和元年度の点検の結果、令和３年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、令和元年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２８年度、平成２９年度、平成３０年度又は令和元年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２８年度対象」、「平成２９年度対象」、「平成３
０年度対象」、「令和元年度対象」と記載する。なお、令和２年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２８年度、平成２９年度、平成３０年度又は令和元年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

合　　　　　計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計


	(様式１)反映状況調

